
お開い合わせは下記の『専用ダイヤル』へ！  

】冒．ビ十 ÷◆   山 〔十 ◆   ◆    P   

よくある「合算対象期間（カラ期間）jには、次の  
3種類があります。右の図のようなケースがあれば、  
r必要な加入期間」に加算されます。   
このほかにもありますので、詳しくは、左記の「専  
用ダイヤル」またはお近くの社会保険事務所や年金相  
談センターにお問い合わせください。  

受付時間  
○月〝金曜日：午前8：30～午後5：15   
ただし月曜日（月曜日が休日の場合は火曜日）は午後7：00まで受付  

○貫2土曜日：午前9：30～午後4：00   
ホ祝日、12月29日～1月3日はご利用いただけ富せん。  

嘉ナビダイヤルの遥痛料金臥一般成定電跨の場合、接続先にかかわらす  市内速権利金でこ利用いただけます 
．ただし卿   

着色担となります．  

射Pt稔・pHS用甘露103－6700－‖08）の通話利金は、雲脚若色嘩   
となり豪す．  

※rO570」の最初のrOJを省略したり、市外局番を付けて間違い竃言引こな   
っているケースが発生してい苦すので、おかけ㈲逢いのないようにご注意  
ください。   

（1）婁隻手濾のサうり－マンの奮で▲昭和61生3早   

まで園罠餐舎に加入Lてい なかっキ潮闇（右図①）  

（2）港外に存件Lていた期闇（右図②）  
※なお、次の国々（協定相手国）で恥＼Ⅵ、た方々ほこれまでロ本及び協  

定相手国の年金む封ナ取るための期間を満たしてI、加た方でも、社会  

保障協定により、逸走相手国及びロ本の年金加入期間を相互に通算L日  

本及び相手国の年金を受給すろことができます． （平成21争l月現在）  

ドイツ アメリカ べ′レギー フランス カナダ  
オーストラリア オランダ チコこ：コ（スペイン（堀中））  

（3）学生（20歳以上）の期間で、平成 3年3月まで同   

入しなかった期周＝右図③）  

右のいろいろな記録を、手軽に確認するために、  

ご夫婦で、ご自分の「記憶Jを「記録」に置き換えてみましよう   
社会保険掌覇所や年金相談センターには「私の履匿空理表」が  

備えつけてあります。これを利用なさると、年金記錯の確認がし  

やすくなり、ご相談の時間が短くなります。   

ご夫婦での相談が肝要で、ご夫婦の生年月日を入れた用紙を差  

し上げますので、お申し出ください。  平成8年以前に退職した共済組合等の加入期間のうち、社会保険庁に情報提供されていない期間  

Lてい■た 

絶用書生舎加入者に榛巻き九ていた  
平成近年1月＝引こ、社会保険庁lが日本年金也梢」に生まれ変わりま’   

○社会保険早津所は「年金事務所」となりますが、電話番号は変わり京せん。   
0年金の支払いや、各種の届出も、従来同様です．   

0随員一同、気捕ちをあらたに出直しますので、よろしくお顔いいたします。  

国民年金の第3号被保険者の届出がなく、保険料納付済期間とされていない期間   
※この期附こついてほ、平成17年4月1日以降に従来の未届けを解消できる特例届出ができるようになりました。  

≪本状をお送りするまでの間に、既に確認がお済みの方について、行き違いがありましたらご容赦ください。≫  

社会保険庁ホームページ（http：／／w¶．Sia．gD．jp／）にも年金加入期間に関する内容を掲鼓していますのでご利用ください。   



平成21年度計画   平成21年度計画に対する取組状況   

4．相談、情報提供等に関する事項  

（1）年金相談の充実   ○畢休み時間帯における年金相談を実施するとともに、毎週月曜日の窓口開所時問の延長（19時   

ア年金事務所等における待ち時間の短縮  

や平日昼間に相談できない方への相談時  

間を確保するため、また、「ねんきん定期   

便」及び「厚生年金加入記録のお知らせ」  

の実施による相談の増加に対応するた  

め、年金相談について以下の取組を推進   

する。   ・窓口の混雑状況をホームページで提供   

・ 昼休み時間帯における年金相談の実   ・全ての事務所において、混雑時（お待たせ時間が30分以上の時）には、待ち時間の目安を分   

施   かりやすく表示   

・ 毎週月曜日における年金相談の受付   ・相談者のプライバシーへの配慮等の観点も含め、相談スペース等の実情に応じ312年金事務   

時間の延長   所中186事務所（平成22年3月末現在）で、予約制による年金相談を実施   

・毎月第2土曜日における年金相談の  しました。  

実施  

－ねんきん定期便専用ダイヤル増席   ○年金事務所窓口（312か所）における平均待ち時間（13時現在）の状況は以下のとおりとなっ   

イ 窓口の混雑状況（事務所別、曜日時間  ており、依然として、窓口にお越しいただし1たお客様を長時間お待たせしている状況にありま   

帯別の平均待ち時間）をホームページ等  すが、上記のような取組の結果、待ち時間が1時間以上となっている事務所数は、徐々に減少   

で提供するとともに、混雑時の待ち時間  

の目安等の積極的な情報提供や手続のご  

案内により、手続や相談のためにわざわ   ＜平均待ち時間＞   

ざ年金事務所に来ていただく必要を減ら   30分以上1時間未満  1時間以上   

すこと、及び予約制による年金相談を含   平成22年1月  103事務所  98事務所   

めた対策により、通常期で30分、混雑   平成22年2月  98事務所  68事務所   

期においても1時間を超えないよう待ち  平成22年3月  108事務所  45事務所   

時間の短縮に努める。  
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ウ 年金相談センターの運営を全国社会保   

険労務士会達合会に委託する等、社会保   

険労務士等の協力を得て、効果的な業務   

実施を図る。  

エ 年金事務所の配置や地域ニーズを考慮   

して、市町村の庁舎、郵便局、農協等を   

活用した相談事薫を実施する。  

オ 端末装置の設置市町村数の拡大を図る   

など、市町村との連携強化に取り組む。  

カ 年金相談担当者の事務所内研修の実施   

及び年金相談マニュアルの充実を図り、   

相談員のレベルの統一化・向上を図ると   

ともに、円滑かつ効率的に対応できる相   

談体制を整備する。  

○全国51か所の年金相談センターにおける年金相談は、平成22年1月から全国社会保険労務士   

全道合会に委託しました。委託業務の実施に当たっては、年金相談センターと年金事務所との   

間で、定例会の開催、疑義照会の回答、混雑状況の情報交換などを行い、達携協力を図りまし   

た。  

○年金相談センター業務開始直後の平均待ち時間（13時現在）は30分強でしたが、2月以降は30   

分未満に改善されました。  

○コールセンターについては、「ねんきんダイヤル」の平成22年1月から3月までの応答率（総   

呼数に対する応答呼数の割合）は45．8％（平成21年度の応答率44．3％）、「ねんきん定期便専   

用ダイヤル」の平成22年1月から3月までの応答率は94．6％（平成21年虔の応答率92．5％）   

となっています。   

お問い合わせは、日本年金機構から発送する各種の通知に関するものが多く、特に平成22年2   

月は、扶養親族等申告書の2月定期支払畿への反映及び源泉徴収票の発行という季節的な要因   

により「ねんきんダイヤル」の応答率が低い水準にとどまりました。  

＜応答率＞  

平成22年1月   平成22年2月   平成22年3月   

一般   56．8％   31．9％   60．9％   

ねんきん定期便   94．5％   94．7％   94．5％   

【別表13：ねんきんダイヤルの月別応答状況】   



（別表13）  

ねんきんダイヤルの月別応答政況（平成20年酎21年度）   

4月  5月  6月  7月  8月 9月   10月  

† l  

扶養親族等申告苺  

697万件  
718万件  

11月   1Z月  1月  

†  

源泉徴収票  

3，215万件  

3．325万件  

2月  3月  

†  

改定通知書  
振込通知書   

3．620万件  

3，719万件  

＜主な通知書等発送＞  

平成20年度  
平成21年度  

【平成20年度】  

4月●  5月  6月  8月  9   10月   11月   12月   1月   2月   3月   合計   

7月    総呼数  乙316，336  1．740211  1838637  757011  639480  月                応答呼数  180．372  217．400  232413  210786  226409  940．278 2564  1．874，383  1．515．335  698．038  1、04乙294  1．478．614  1．417．205  16．257．822  応答率  418〃   35・3，；   27．7％  26．7射  21．1覧   

【平成21年  司   

4月  5月  6月  8月  9   10月   11月   12月   1月   2月   3月   合計   

30．5！；  64．8％   7月    総呼数  1，104，266  531．765  1064092  437662  493543  月                応答呼数  339．361  264，柑4  325026  283564  293822  366．75之 26207  ● ●  ●  1．014．318  461．177  693．098  1，254．970  646．856  9，098．209  応答率    30．7％   49．7繋      59．5％  ，5 71．5％  361．431 35，1％  480，555 39．5％  312．765 67．8覧  393．643 56 ．8％   31．9％   ●●●、   44．3％  



○年金事務所の配置状況や地域のニーズを考慮し、年金事務所が設置されていない市町村の庁舎   

や商工会議所等に職員や社会保険労務士を派遣し、出張相談を実施しました。  

出張相談回数（平成22年1月～3月）：1，865回 相談者数：411179人  

○市町村において年金相談を実施していただくために必要となる端末装置を設置し、年金相談を   

実施していただく市町村数の拡大に努めました。この結果、端末装置の設置市町村数は、平成   

21年12月末現在の228市町村から平成22年3月末現在では235市町村と7市町村増加しまし   

た。   

また、従来、原則として「ねんきん特別便」の年金記録に関する相談に取っていた端末装置の   

利用範囲について、年金記録全般の相談に使用できるようその拡大を検討し、平成22年4月1   

日より利用範囲を拡大することとしました。  

○年金相談担当者のレベルの統一化・向上を図るため、「年金相談マニュアル」の全面改定を平成   

22年3月に行いました。また、窓口担当職員のスキルアップのために、各ブロック本部におい   

て、年金相談経験が少ない職員等を対象とした年金相談研修を実施しました。   



平成21年度計画  平成21年度計画に対する取組状況  

4．相談、情報提供等に関する事項   

（2）広報活動の推進   

① 社会保険事業の効果的な広報  

ア 広報目的や対象に応じて適切な広報媒  

体を選定することにより、より効果的な  

広報の実施を図る。  

イ 次のような施策目的に沿った分かり  

やすい周知広報を充実する。  

・ 制度改正に伴う施行事務の円  

滑な実施のための改正内容の周知広報  

・国民年金の保険料について、  

口座振替割引制度、保険料の減  

免手続、電子納付やコンビニ収  

納等についての周知広幸艮  

・健康保険、厚生年金等の適用  

の適正化及び適正な保険料収入  

の確保並びに保険給付の適正化  

のため、被保険者資格等の適正  

な届出、保険料の納期内納入等  

について、事業主に対する周知  

広報  

・ インターネットや磁気媒体（F  

D）による届出の普及促進を図  

るため、事業主等に対する周知  

広報  

○年金制度の概要や届出手続き等に関する事項について、機構ホームページにリーフレットを掲   

載するとともに、年金事務所等の窓口に配置し周知を行いました。  

○制度改正事項（国民年金保険料経の改定、在職老齢年金の支給停止基準敬の変更）については、   

機構ホームページに必要なリーフレット等を掲載するとともに、年金事務所等の窓口に配置し、   

周知を図りました。  

○国民年金保険料の納付を促進するため、コンビニエンスストアでの納付、インターネットや携   

帯電話などによる電子納付、クレジットカードによる納付方法について、納付書の裏面への記   

載や同封リーフレット等により納付方法の周知を図り、その利用促進に努めました。（再掲）  

○健康保険・厚生年金の適用（加入手続き）については、事業主を対象とした新規適用事業所説   

明会、算定基礎説明会などにおいて適正な届出の徹底を図るとともに、定時決定時の調査（船   

員保険においては標準報酬実態調査）の際の説明及び各種広報媒体（チラシ、パンフレット等）   

による制度の周知を図り、適正な届出の励行に努めました。  

○電子申請や磁気媒体（FD）による届出の普及促進を図るため、電子申請や磁気媒体による届   

出の手続方法、事業主等が反復・継続的に利用する主な手続について説明した電子申請利用マ   

ニュアル、磁気媒体届書作成プログラム及び操作説明書などについてホームページに掲載し、   

周知を図りました。  

○年金委員に対する情報提供の方法や研修計画など効果的な連携・協力のあり方について検討を   

行いました。   

また、社会保険労務士に対しては、機構本部から発出した指示・依頼等を全国社会保険労務士   

会連合会を経由して情報提供することとしました。   




